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国選報酬・費用の新算定基準，請求手続 決まる！

●報酬基準の基本的な考え方

■3つの軸

国選弁護人に支給する「報酬及び費用の算定基準」

（以下「報酬基準」という）が発表された。

その基本的な考え方は，

①弁護人の労力を反映させた客観的基準

②手続類型に応じた基準設定

③費用の明確化

の3点である。

以下，上記①ないし③の骨格を説明する。具体的

な金額は，図2「国選弁護報酬基準の概要」（提供：

日本司法支援センター）を参照されたい。

①弁護人の労力を反映させた客観的基準

接見と公判への出廷が弁護活動の中心である。そ

の他の活動を客観的に把握することは容易でない。

そこで，弁護人の労力を計るために，被疑者国選は

接見回数，被告人国選は公判期日・時間を指標とす

る。

②手続類型に応じた基準設定

対象事件の種類と整理手続に付されたか否かに基

づいて，場合を分けて，手続類型に応じた報酬基準

とする。

そして，対象事件の種類による分類としては，第

一審では，即決事件，簡裁事件，地裁単独事件，地

裁通常合議事件，地裁重大合議事件（裁判員裁判対

象事件）の5類型がある。

③費用の明確化

通訳人費用のみならず，記録謄写費用（枚数が200

枚を超える場合，超過1枚あたり20円），遠距離接見

交通費（往復100km以上の移動を要した場合，旅費

法の規定にしたがった額），出張に伴う旅費・日当・

宿泊費（期日への出頭が「出張」に該当する場合，

刑事訴訟費用法の例による額）が支払われる。

●報酬の加算項目及び減額調整項目

■報酬の加算

被疑者国選については，多数接見加算のみならず，

遠距離接見加算（往復100km以上の移動），特別成

果加算（身柄の釈放，示談の成立）がある。

また，被告人国選については，公判加算，整理手

続期日加算のみならず，特別成果加算（示談の成

立），遠距離接見加算（往復100km以上の移動），重

大案件加算（故意の犯罪で死亡被害者2名以上），特

別案件加算（弁護人に対する暴行，脅迫等の事由に

よる解任）がある。

■報酬の減額調整

被疑者国選と被告人国選を継続受任する場合，一

定の減額調整がある。

また，被告人国選について，事件記録の閲覧また

は謄写をすることなく第1回公判期日に立ち会った場

合，第1回公判期日の前日までに被告人と打合せを

せずに第1回公判期日に立ち会った場合には，基礎報

酬の50％をもって基礎報酬とする。
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●報酬支払いの手続

報酬支払いの手続は，図1「事件の終了から報酬及

び費用の支払いまでの流れ」（提供：日本司法支援セ

ンター）のとおりである。

事件終了後，所定の手続を経なければ，報酬がゼ

ロとなることもありえる。担当事件の終了後，14日

以内に日本司法支援センターに報告書を提出するこ

とを忘れてはならない。

（司法改革総合センター事務局次長　臼井一廣）

図1 事件の終了から報酬及び費用の支払いまでの流れ

※括弧内数字は全て「国選弁護人の事務に関する契約約款」の条文を指す
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図2 国選弁護報酬基準の概要


